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1. 研究の背景と目的 近年，災害時に高齢者や障がい者が被災する事例が多発して

いる状況を受け，各自治体において，災害時の避難行動要支援者（以下，要支援者）

について，避難時に必要な情報を記した「個別避難計画」の作成が推進されている．

本研究では，要支援者の割合が比較的高いと考えられる農村地域を対象に，実効性の

ある避難計画を策定している地区では，どのような住民が計画策定プロセスに参画し

ているかを明らかにし，計画策定プロセスへの要参画者を検討する． 

2. 調査方法 本研究は，滋賀県高島市を対象とした．まず，2023 年 10 月 11 日及び

2024 年 5 月 13 日に，計画の内容について高島市社会福祉課担当者に聞き取り調査を

行った．次に，2024 年 7 月から 10 月にかけて市内の A 区及び B 区の計画策定のため

の会議に同席し，どちらの区がより実効性のある計画策定ができているかを定性的に

明らかにした．最後に，2024 年 9 月から 11 月にかけて市内 4 地区にて，計画策定プ

ロセスに参加した地域住民 56 人（回収率 100%）に対してアンケート調査を実施し，

計画の実効性の違いを生み出す参加者の違いを明らかにした．  

3. 結果  

3.1 聞き取り調査結果 高島市の個別避難計画には，本人の身体状況に関する情報

や自宅の見取図・地図・外観など，極めて重要な個人情報が含まれることがわかった． 

3.2 現地調査結果 A 区と B 区における要支援者は，精神疾患もしくは身体障がいが

あり，多様な心身状況であった．  2 区それぞれの会議における話し合い内容の違いに

ついて，B 区においては，第一に参加者全員が発言をしていたこと，第二に支援方法

や使用器具について具体的な提案や説明がなされていたこと，第三に本人や家族に対

する質問がなされていたことが，A 区との主な違いであった．また，2 区の地域コミ

ュニティ活動について尋ねたところ，A 区の方が寄合の数が多く，また老人会・婦人

会・子ども会といった B 区にはない地縁団体が存在することから，地域コミュニティ

活動が活発であることがわかった． 

3.3 アンケート調査結果 会議への参加継続意欲の回答割合を Fig.1 に示す．回答者

の属性を，要支援者との日常的な関係性が強い順に上から並べた．その結果，「とて

もそう思う」「ややそう思う」の回答割合は，「家族」「親しい間柄」で 100%であるの

に対し，「関わりなし」では 62%となり，関係性が強い順に参加継続意欲が高かった．

また，現地調査を行った 2 区の結果に着目した．参加した住民の属性について，B 区

は 90%が支援者（災害時に実際に要支援者を支援する人）であるのに対し，A 区は

23%が支援者であった．さらに，「要支援者との関係性」の回答割合を Fig.2 に示す．
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B 区は「家族」「親しい間柄」の回答割合

が 44%であるのに対し，A 区は 8%であっ

た．  

4. 考察 

4.1 災害時要支援者避難計画に求められ

ること 聞き取り調査より，計画の内容

には重要な個人情報が含まれることがわ

かった．また，現地調査より，要支援者

の心身状況は様々であり，多様な対応が

求められることがわかった．以上から，

災害時要支援者避難計画では，要支援者

の具体的な心身状況について議論するこ

とが必要であり，また，支援者が策定プ

ロセスの話し合いを通じて，支援方法を

具体的に理解する必要がある．現地調査

より，B 区の方が具体的な話し合いが行

われており，実効性のある計画立案が行

われていると考えられた．  

4.2 なぜ B 区では実効性のある計画立

案ができたのか 現地調査より，地域コ

ミュニティ活動は B 区の方がむしろ活発でなく，計画立案は地域コミュニティ活動に

依拠したものではないと言える．アンケート調査より，B 区では，支援者や要支援者

と親しい人が参加者の主体であった．先述の通り，計画策定では要支援者の具体的な

心身状況について議論し，また支援者が話し合いを通じて，支援方法を具体的に理解

する必要があることから，要支援者と近しい人が計画策定に参加することが必要であ

る．B 区では，これに合致する人が参加していたからこそ，より具体的な話し合いが

できたと考えられる．またアンケート調査より，要支援者と親しい人の方が参加継続

意欲が高く，今後の計画作成につながる点からも親しい人の参加は重要だと言える．  

4.3 実効性のある計画策定に向けた対策 以上から，実効性のある計画策定のため

には，支援者や要支援者と親しい人が策定に参画すると良いことが示唆された．一般

的な地区防災計画の策定においては多くの住民が参加することが良いとされているが

（内閣府，2014），個別避難計画の会議においては，多くの人を呼び集めるより，上

記のような人たちの間で話し合いを行う方が，より具体的な話し合いが可能になり，

実効性の高い計画策定ができると考えられる． 

5. 結論 本研究の結果，実効性のある災害時要支援者避難計画を策定している地区

では，本人やその家族，親しい間柄の人や支援者が計画策定プロセスに参画している

ことがわかった．実効性のある計画を策定するためには，広く地域住民に呼びかける

よりも，上記のような人たちの間で話し合いを行うことが望ましい． 
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Fig .2 「要支援者との関係性」の回答割合（N=2 3）  
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